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次期システムの稼動に伴う諸制度改正要綱 

 

平成 18 年 11 月 29 日 

株式会社名古屋証券取引所 

 

I. 趣 旨 

当取引所は、市場開設者としてシステムの信頼性・安全性を確保し、環境変化に柔軟に対応し、かつ、効率的なシステム投資を行うことを開発方針として、次期

システムの開発を進めている。また、当該開発方針を実現するため、次期売買システムについては株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）の売買システム

を利用することとしている。 

そこで、当該次期システムの稼動に合わせて、現行制度の見直しを図り、所要の制度改正を行うこととする。 

 

II. 概 要 

項 目 内 容 備 考 

1. 売買制度 

 (1) 同時呼値の順位の

変更 

 

・ 同時呼値の配分順位について、売買単位の数量（以下「最小単位」とい

う。）の呼値が、取引参加者単位に最小単位の５倍に達するまで、それ以

外の部分の数量の呼値に優先することとします。 

・ また、いわゆるストップ配分の場合の順位についても、最小単位の呼値

が、取引参加者単位に最小単位の５倍に達するまで、それ以外の部分の

数量の呼値に優先することとします。 

 

 

・ 東証と同様の制度とします。 

※ 現行制度では、最小単位の呼値が、それ以外の部分

の数量の呼値に優先することとしています。 

※ 現行制度では、最小単位の２倍に達するまで、それ

以外の部分の数量の呼値に優先することとしていま

す。 

 

(2) 板寄せ時の合致数

量の変更 

・ 板寄せ方式の付合せ時において、約定値段となる値段の注文のうち、売

りまたは買いの一方は全数量、他方は最小単位以上の数量が成立するこ

とを合致要件とすることとします。 

 

 

・ 東証と同様の制度とします。 

※ 現行運用で行っている他方が１単位も約定成立しな

い場合においても約定を成立させる、いわゆるゼロ配

分については、その運用を休止とします。 

(3) 認定気配の表示方

法の変更 

・ 認定気配の表示方法について、相場報道システムを通じた配信による一

定の表示等を行うものとします。 

 

※ 現行では、取引参加者端末装置への一定の表示等

を行うものとしています。 

資料１ 
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項 目 内 容 備 考 

(4)立会時間の変更 

 

・ 株券、新株予約権証券及び新株予約権付社債券等の売買立会時間に

ついて、売買機会の増加や流動性向上のため、午後立会については午

後３時３０分まで延長することとします。（半休日は、午前１１時３０分まで） 

・ 上記に伴い、午後立会終了後に行われる終値取引の取引時間、相対交

渉市場におけるバスケット取引の取引時間および単一銘柄取引のうち交

渉を行う場合の取引時間を変更し、午後３時３５分から午後４時３０分まで

とします。（半休日は、午前１１時３５分から午後０時３０分まで）  

 

※ 現行制度では、午後３時１５分までとしています。（半

休日は、午前１１時１５分まで） 

 

※ 現行制度での午後立会終了後に行われる終値取

引、バスケット取引及び単一銘柄取引のうち交渉を行う

場合の取引時間は、午後３時２０分から午後４時３０分

までとしています。（半休日は、午前１１時２０分から午

後０時３０分まで） 

 

 

2. その他 ・ 次期売買システムにおいて利用する東証の売買システムについても、当

取引所の市場の施設の一部と見なすこととするなど、その他所要の改正を

行うこととします。 

 

   

 

III. 実施時期 

次期システムの稼動に合わせ、平成１９年５月を目途に実施します。 

 

以  上 
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証券市場の健全性確保等に向けた上場制度の整備等に伴う

有価証券上場規程等の一部改正について 
 

平成18年11月29日 

株式会社名古屋証券取引所 

 

１．改正趣旨 

当取引所は、証券市場の健全性の確保、透明性の確保の観点から、大幅な株式分割等への対応、

不適正な開示に対する措置、開示制度の見直しなど、所要の上場制度を整備するため、「有価証券

上場規程」等の一部改正を行うこととする。 

 

２．改正概要                             （備   考）    

(1) 大幅な株式分割等への対応 

① 流通市場への影響に関する注意喚起 

当取引所は、上場会社が実施する株式分割等が、流通市場に

混乱をもたらすおそれがあると認める場合には、投資者に対す

る注意喚起のため、その旨を公表することができるものとす

る。 

② 望ましい投資単位の水準の設定 

上場株券（外国株券を除く。）の発行者は、投資単位の水準

が５万円以上50万円未満となるよう、当該水準への移行及び維

持に努めるものとする。 

(2) 不適正な開示に対する措置等 

① 改善状況報告書等の提出 

ａ．会社情報の適時開示等に係る改善報告書を提出した上場有

価証券の発行者は、当該改善報告書の提出から６か月経過後

速やかに、改善措置の実施状況及び運用状況を記載した報告

書（以下「改善状況報告書」という。）の提出を行わなけれ

ばならないものとする。 

ｂ．当取引所は、会社情報の適時開示等に係る改善報告書を提

出した上場有価証券の発行者に対して、当該改善報告書の提

出から５年が経過するまでの間、当該発行者の改善措置の実

施状況及び運用状況に関し当取引所が必要と認めるときは、

改善状況報告書の提出を求めることができるものとする。 

ｃ．会社情報の適時開示等に係る改善報告書を提出した上場有

価証券の発行者は、当該発行者の改善措置の実施状況及び運

用状況に関し当取引所が必要と認めて照会を行った場合に

は、直ちに照会事項について正確に報告するものとする。 

ｄ．改善状況報告書の内容が明らかに不十分であると認める場

合又は改善状況報告書を速やかに提出しない場合などには、

当取引所は改めて改善報告書の提出を求めることができるも

のとする。 

 

 

・適時開示規則第１条の３

 

 

 

 

・適時開示規則第１条の２

 

 

 

 

・適時開示規則第22条の２

第１項 

 

 

 

・適時開示規則第22条の２

第２項 

 

 

 

・適時開示規則第22条の２

第５項 

 

 

・適時開示規則第22条の２

第６項 

 

 

資料２
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② 虚偽記載に関する注意勧告 

当取引所は、上場会社が有価証券報告書等に「虚偽記載」を

行った場合には、当該上場会社に対して注意勧告を行うことが

できるものとする。 

(3) 開示制度の見直し 

① 投資単位の引下げ方針等の開示 

上場株券（外国株券を除く。）の発行者は、上場株券の最近

の投資単位が50万円以上である場合には、事業年度経過後３か

月以内に、望ましい投資単位の水準へ移行するための当該発行

者の投資単位の引下げに関する考え方及び方針等を開示しなけ

ればならないものとする。 

② 親会社等に関する事項についての開示 

親会社等を有する上場会社は、事業年度経過後３か月以内

に、当取引所が定める親会社等に関する事項を開示しなければ

ならないものとする。 

③ 業績予想の修正に係る開示事項の追加 

上場会社の業績予想の修正に係る開示について、「営業利

益」の修正を追加するものとする。 

(4) その他 

上場会社が他の上場会社等を吸収合併する場合等における上場

日の取扱いを明確にするなど、その他所要の規則改正を行う。 

 

・適時開示規則第24条 

 

 

 

 

・適時開示規則第２条第８

項 

 

 

 

 

・適時開示規則第２条第９

項 

 

 

・適時開示規則第２条第１

項第４号等 

 

・上場会社が他の上場会社

等を吸収合併する場合等

における上場日の取扱い

等 

 

３．施 行 日 

平成18年12月11日から施行する。 

 

 

以  上 


